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はじめに ～ 勉強会設置の目的と経緯 
 

 

（１）設置趣旨 

2019 年２月法制審議会より法務大臣に答申された「公益信託法の見直しに関する要綱」（以下要綱）

に基づく改正法案の国会提出時期は、見通しが立たない現状にあるが、(公財)公益法人協会としては

改正後の公益信託（以下新公益信託）について迅速に対応し、民間の公益活動の一端を担う制度とし

て広く普及活用促進を図るべく、要綱に対する理解を深め、立法化にあたり民間非営利セクターとし

ての意見を固めるなど準備を進める。 

 

（２）準備の必要性 

 非営利組織が新公益信託を活用するためには、次の理由により新法制定前から相当の時間をかけて

準備を進める必要がある。 

１）一般に信託制度はなじみが薄く、特に新公益信託の受託者として期待される非営利組織の関係者

が、新公益信託制度の内容を正確に理解することが必要であること。 

２）要綱は制度の骨格となる文字通り要綱を示したものに過ぎず、実際に活用するためには税制を含

む法令が許容する範囲内で、非営利組織にとって最も相応しい標準的な制度設計を研究し、カストマ

イズする必要があること。（注１、注２、注３） 

 例えば受託者、信託管理人の辞任・解任・選任、委託者の権限の範囲、その地位の承継、信託目的

を含む信託行為の変更、信託の終了、併合・分割など、極めて重要な事項が要綱では標準条項（デフ

ォールト）を示しつつ、「信託行為の別段の定め」を認めている。新公益信託の実用化に当たっては、

これらの選択肢をどのように組み合わせるか研究する必要がある。 

公法協が最後まで主張した運営委員会の必置は、要綱では言及されていない。しかし、要綱の元と

なる「公益信託の見直しに関する中間試案の補足説明」（2017 年 12 月）では、「助成型の信託行為に

おいて従前の運営委員会と同様の機能を有する機関や、事業型において受託者に対して助言、勧告等

を行う機関を任意的に設けることが否定されるものではない」としているので、後述の新公益信託に

対する税制とも関連しその設置の可否、役割等について研究する必要がある。 

また、要綱では共同受託や共同委託について明示的に言及していないが、新公益信託においても信

託の一般法理としてこれらの活用が十分想定され、実務的な研究をする必要がある。 

さらには、公法協は新公益信託につき、公益法人並みの税制適用を要望してきている。現在その内

容がどうなるか全く不明であるが、税制（公益信託本体に係る税制及び公益信託に対する寄附者の税

制）の動きを注視しつつ、税制適格の制度設計を研究する必要がある。 

３）現在の公益信託において一般に用いられている会計基準は、公益法人に係る昭和 52 年会計基準

同様の収支計算を適用したもので、これでは到底社会に正しい財務情報を開示することはできない。

新公益信託に求められる、情報開示に相応しいものとするため、現在の公益法人会計を参考にしつつ、

より簡素で分かりやすい会計基準を作成する必要があること。 

４）以上の検討結果を基礎として、新公益信託に係る標準約款（事業種類や受託方式に応じて数種類）
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及びこれに付属する諸規程類を整備し、新公益信託を活用しようとする非営利組織に提供する必要が

あること。 

 

（３）勉強会の運営について 

１）設置期間  

 当初は 2020 年２月 25 日第１回開催を予定していたが、新型コロナ蔓延により急遽中止、７月 13

日にオンライン（ZOOM 使用）により第 1 回を開催、以後 2021 年 12 月 20 日第 18 回まで、毎月第３

月曜日午後４時より６時まで開催した。なお、第 18 回をもって中断することとした。中断というこ

とは解散ではなく、法案の国会提出などの具体的動きが出てきたところで再開するという趣旨である。 

２）メンバー 

 公益信託に関心のある非営利セクター実務家、法曹・会計関係者、学者・研究者に直接勧誘と当協

会ホームページによる公募により逐次増員、最終的には当協会関係者を除き、25 名となった。最終

メンバーの氏名は最終ページに記載。 

３）開催日及び各回毎のテーマ 

18 回の会合は大別して二つに分けられる。 

（第１回から第８回前半まで）  

主として「要綱」の理解及び論点について意見交換、並びにデフォールト規定について非営利セクタ

ーから見た望ましい選択肢を検討した。なお、各論点に対し一つの結論にまとめるという趣旨ではな

く、できるだけ多くの意見を出してもらい理解を深める点に狙いがあった。 

 

（第 8回後半から第 18 回まで） 

下記のテーマについてメンバー有志及びゲストスピーカーから研究成果や実践経験を報告しても

らい、会員との質疑応答と意見交換を通じて新しい公益信託制度の活用領域を探った。 

・我が国における遺贈など財産寄附を巡る新たな動きと問題点 

・英米の公益信託を巡る現状など 

 

2022 年 3 月 

公益財団法人公益法人協会 
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法制審議会要綱の理解と選択肢の検討 
 
 

（第１回）2020 年７月 13 日 

 公法協雨宮理事長挨拶に続き、今後の進め方とスケジュールを決めて太田より「公益信託抜本

改革の経緯と今後」と題し、公益信託制度が公布された 1922 年から現在に至るまでの経緯、関

連する諸省庁が５つにも及ぶこと、現状の受託件数・金額、関連する法税制の枠組み、公法協の

改正要望要点、要綱と現行法制度との比較などの説明があり、質疑応答意見交換が行われた。特

にいわゆる冠基金と公益信託の相違及びそのメリット・デメリット比較から公益信託懐疑論的質

問もあった。 

 

（第２回から第７回まで） 

 要綱の第１から第 19 にいたる提案について理解を深めるとともに、別段の定めによる選択肢

について比較衡量を行いつつ、民間非営利組織の立場から論点を整理し、参加者間で意見交換し

た。 

 

 

 

 立法時には、公益認定法、特定非営利活動促進法の目的条項同様、民間の公益活動の重要性を

強調しこれを推進するワーディングでの目的条項とすべきとの意見。 

 

 

 

 要綱では特に税制について言及されていないが、税制上の支援措置なくして公益信託の普及は

難しいことに鑑み、法案提出時には現行の公益法人税制並みの措置を明確にしてほしい。 

Cf.要綱に至る中間試案では「公益法人制度と平仄を合わせ、行政庁から認可された公益信託が

税制上の優遇措置を受けることが可能となることも視野に入れながら、新たな公益信託の成立の

認可基準や、その監督・ガバナンスに関する規律を検討する必要があるものと考えられる」とし

ている。 

 

 

 

要綱では、民法 33 条第２項同様「学術、技芸、慈善、祭祀、宗教その他の～」としているが、

宗教を入れることが妥当か。公益認定法では、公益目的事業の定義として宗教は外し（第２条第

４項）、具体的な公益目的事業を記載した別表でも宗教は含まれていない。公益を目的とする法

人はまず一般法としての民法で規定され、特別法で公益認定法があり、他方公益信託は両者が一

体となっているため、宗教を含める形となったのかもしれないが、少なくとも認可基準としては

2 

論点１：目的（要綱第１ 新公益信託の目的） 

論点２：新公益信託の税制 （要綱にはなし） 

論点３：公益信託の定義（要綱第２ １公益信託の定義） 
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含めないことが妥当ではないか。 

 

 

 

公益認定法では、公益目的事業を別表に掲げる 23 事業としているが、要綱でもこれと同様と

するとしており、この点については特に問題点はない。 

 

 

 

（１）行政庁認可を効力発生要件とすることには異存はない。 

（２）要綱では、不認可となった場合、「信託法 258 条第１項に規定する受益者の定めのない信

託（いわゆる目的信託）としての効力を妨げないものとする」としているが、本勉強会では賛否

両論があった。すなわち、公益信託としては不認可であったが目的信託の要件を満たしており、

かつ信託条項で目的信託としての存続させる意思がある場合、委託者の意思を尊重し信託として

は存続させてもよいのではないかとする容認論と、他方公益信託は元々目的信託に含まれないも

のであり、不認可になった場合は、信託として成立すること自体があり得ないとする目的信託と

の峻別論である。 

公法協は、峻別論で対処してきたが、この点は再度検討すべき重要課題として残った。 

 

 

 

要綱では、契約及び遺言による信託の設定方法を定め、信託宣言（自己信託）による設定を認

めていない。 

英国のチャリティとしての公益信託では、自己信託が中心であり、これを除外することには問

題があるとする意見があった。ただ、自己信託の場合受託者が委託者と同一人であり、健全なガ

バナンスを確保する点でどのように設計するかが問題となる。 

 

 

 

要綱で示す、公益法人認定同様の考え方すなわち、公益信託の認可監督を行う行政庁と国の所

管と都道府県所管を分ける基準について特に反対論はなかった。 

なお、（認可）と（認定）について、審議会ではその差異について参考人の意見も徴している

が、実体上差異がないならば、実務上の誤解を生じないよう（認定）とする方がよい。 

 

 

 

要綱では、申請主体を現行法通り受託者としており異論はない。申請手続きについては必要書

類の提出を記述するだけで、中身については具体的な書類名は記載していない。立法に際しては、

論点４：公益信託事務の定義（要綱第２ 公益信託の定義） 

論点５：公益信託の要件（要綱第３ １公益信託の効力の発生） 

論点６：設定方法（要綱第３ ２公益信託の信託の方法） 

論点７：行政庁（要綱第７ 行政庁） 

論点８：申請者と申請手続き（要綱第８ 公益信託認可の申請） 
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公益認定法第７条、同施行規則第５条七号の「前各号に掲げるもののほか、行政庁が必要と認め

る書類」のような規定は設けないよう申し入れる。行政庁の都合により多くの書類作成の事務負

担を生じていることからの教訓。 

 

 

 

要綱では、公益認定法認定基準（公益認定法第５条２号）同様、「必要な経理的基礎及び技術

的能力を有する者」とする。また欠格事由も公益認定法第６条を踏襲する。 

問題は委託者の配偶者、親族、使用人など利害関係者を受託者になれないとする明示的な 

説明がないが、これらを許容することは大変問題ではないかとする意見があった一方、柔軟な設

立・運用を促進するという観点からこれを容認する意見も出された。また、法人だけでなく個人

も受託者になり得ることについては反対論もあったが大勢は肯定する立場であった。 

また、公益法人では認可基準の一つに高利融資、風俗営業など公序良俗に反する事業を公益法

人が営むことを禁じているが、公益信託でもそのような営業を行っている者は、受託者として不

適切ではないかとの議論があった。欠格事由と言うより認定基準の問題か。また欠格事由では、

いわゆる連座制の問題が、公益認定法では、有権解釈として否定しているが、新公益信託では、

明文上読めるようにする規定ぶりが必要。 

 

 

 

 

要綱第４の２では、①別段の定めにより善管注意義務の軽減（信託法 29 条 2 項但し書き）は

できないこと②信託事務処理を委任した第三者の不誠実について、別段の定めにより信託管理人

への通知義務、委任の解除義務の軽減（信託法 35 条第 4 項）はできないこと。③必要書類の備

え置き及び閲覧については公益法人と同じ仕組みとすることの 3 点が記載されているがいずれ

も基本的には賛同する。 

なお、要綱では特定の項目はないが、受託者の権限、義務、責任は受益者の定めのある信託の

受託者と同一としている（部会資料 46）が、信託条項変更等信託の運営についての権限は、信

託管理人の関与の範囲と合わせさらに具体的に検討する必要がある。 

 

 

 

要綱第４の３では任務終了事由として８つの事由を定めている。これは受益者の定めのある信

託に関わる任務終了事由（信託法 56 条１項１号～７項）に、公益信託受託者の欠格事由該当を

加えたものであり、特段の異論はなかったが、受託者が破産宣告を受けた場合の別段の定めの許

容については、議論の余地があろう。 

 

 

 

論点９：受託者の資格（要綱第４ １公益信託の受託者の資格） 

論点 10：受託者の資格（要綱第４ ２公益信託の受託者の権限、義務及び責

任） 

論点 11：受託者の資格（要綱第４ 3 公益信託の受託者の任務終了事由） 
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信託管理人を必置とすることについて異論は全くなかった。 

 

 

 

要綱では①先ず、公益信託事務の適正な処理の監督をするのに必要な能力を有するものとし、

法人も許容しているが特段の異論はなかった。②次に欠格事由を規定するが、これらは概ね公益

法人における役員の欠格事由に相当するものでこれも特段の異論はない。 

 

 

 
 
要綱では、信託管理人の権限、義務、責任は受益者の定めのある信託の信託管理人のそれと同

様とし、これらは別段の定めにより制限することはできないとする。これについても特段の異論

はなかった。人事や信託条項変更に関する権限は別段の定めにより伸縮できることとなっており､

別途細かく選択肢を検討する必要がある。 

 

 

 

 

要綱では、任務終了事由として８つの事由を定めている。これは受益者の定めのある信託に関

わる信託管理人の任務終了事由（信託法 28 条１項）に、公益信託管理人の欠格事由該当を加え

たものであり、特段の異論はなかったが、信託管理人が破産宣告を受けた場合の別段の定めの許

容については、議論の余地があろう。 

 

 

 

要綱では、受益者の定めのある信託の委託者の権利と同様とされているが、これでは目的信託

の委託者の権限より狭くなるがどうかとの意見も出た。また、地位の譲渡については賛成論・反

対論があった。ただ委託者や譲渡された権利者が生前中に譲渡した場合､永遠に権利者が存在す

ることとなり、相続を禁じた趣旨に反することにならないかとの意見があった一方、柔軟な設

立・運用を促進するという観点からこれを容認する意見も出された。 

 

 

 

 

 

 

論点 12：信託管理人（要綱第５ １公益信託における信託管理人の必置） 

論点 13：信託管理人の資格（要綱第５ ２公益信託の信託管理人の資格） 

論点 14：信託管理人の権限、義務及び責任（要綱第５ ３公益信託の信託管

理人の権限、義務及び責任） 

論点 15：信託管理人の任務終了事由（要綱第５ ４公益信託の信託管理人の

任務終了事由） 

論点 16：人事に関する委託者の関与（要綱第 13 受託者の辞任・解任、新受

託者の選任 要綱第 14 信託管理人の辞任・解任、新信託管理人の選任） 

論点 17：人事に関する裁判所の関与（要綱第 13 受託者の辞任・解任、新受

託者の選任 要綱第 14 信託管理人の辞任・解任、新信託管理人の選任） 

追加論点１：委託者の権限、地位の移転・相続（要綱第６ 公益信託の委託者） 
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公益信託の受託者・信託管理人の辞任・解任・選任については要綱では、対象者別に規定して

いるが､議論のしやすさから､関与者（委託者、裁判所、行政庁）別に要綱の当否を議論した。 

 

（１）委託者の人事権 

 公益財団法人では､設立者が設立後に役員人事に対し何らかの権限を有することはない。もち

ろん一定限度内で役員や評議員に就任し、発言権を行使することはできる。 

 私益信託においては、法人と異なり委託者に設立後の運営について相当な発言権を認めており、

要綱では基本的にこれを公益信託にも適用することを認める考え方に立っている。 

 これに対し批判論は、①およそ寄附者の立場にある委託者が、後々まで運営に関し発言権を持

つことはおかしい。ガバナンスとして如何なものか②そもそも委託者にこのような権限が残る公

益信託に、税制上公益法人同様の優遇措置を認めるとは考えにくいというもの。 

また賛成論は、①これこそ法人と信託の相違の特徴的なところで､公益信託であってもそれを捨

ててしまう必要はない②法人への寄附と異なるこのようなメリットは、公益信託普及促進の点で

も大きな効果がある､という両論があった。 

 

（２）裁判所の関与 

当事者の協議が整わない場合、最終的にこのような裁判所での決着が必要という点で異論はなかっ

た。 

 

（３）行政庁の関与 

辞任・解任については届け出だけで、また、新受託者・信託管理人の選任についてはそもそも

当初設定時に受託者・信託管理人の適否を判断することとなっているため､後任者についても同

様認可事項とすることで相当。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

論点 18：人事に関する行政庁の関与（要綱第 13 受託者の辞任・解任、新受

託者の選任 要綱第 14 信託管理人の辞任・解任、新信託管理人の選任） 
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受託者の辞任・解任、新受託者の選任と関与者 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
信託管理人の辞任・解任、新信託管理人の選任と関与者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

辞任 解任 選任
委託者関与 委託者・信託管理⼈の同意

（別段の定め有効）
正当な理由があるとき委託
者・信託管理⼈の合意（別段
の定め有効）

①別段の定めある場合はそ
の⽅法により選任（信託法62

②③適⽤）②別段の定めがな
い場合⼜は指定されたもの
が就任不承諾の場合は委託
者・信託管理⼈の合意によ
り選任、

裁判所関与 やむを得ない事由があるとき、
受託者の申し出による裁判所
の許可
（信託法５７③〜⑤適⽤）

信託義務違反により信託財産
に著しい損害、その他重要な
事由があるとき委託者⼜は信
託管理⼈の申⽴てによる裁判
所の解任（委託者について申
⽴権を有しない別段の定め有
効）（信託法５８⑤〜⑦適⽤）

委託者・信託管理⼈の合意
による協議の状況に照らし
必要あるときは利害関係⼈
の申⽴てにより選任
（信託法62⑤⑥⑦適⽤）

⾏政庁関与 (現）受託者は⾏政庁に届出 (現）受託者は⾏政庁に届出 新受託者は⾏政庁に届け出
新受託者の選任は⾏政庁の
認可により効⼒を⽣ずる

 

辞任 解任 選任
委託者関与 委託者・他の信託管理⼈（他

の信託管理⼈が存在する場合
本表において以下同じ）の同
意
（別段の定め有効）

正当な理由があるとき、委託
者・他の信託管理⼈の合意
（別段の定め有効）

①別段の定めある場合はその⽅
法により選任②別段の定めがな
いか、指定された者が就任不承
諾の場合、委託者・他の信託管
理⼈の合意により選任

裁判所関与 やむを得ない事由があるとき、
信託管理⼈の申し出による裁
判所の許可
（信託法１２８②が準⽤する５７③
〜⑤適⽤）

信託義務違反により信託財産
に著しい損害、その他重要な
事由があるとき委託者、受託
者⼜は他の信託管理⼈の申⽴
てによる裁判所の解任（委託
者について申⽴権を有しない
別段の定め有効）（信託法１２８
②が準⽤する信託法５８⑤⑥適⽤）

委託者・信託管理⼈の合意
により協議の状況に照らし
必要あるときは利害関係⼈
の申⽴てにより選任
（信託法62②③⑤⑥⑦適⽤）

⾏政庁関与 (現）受託者は⾏政庁に届出 (現）受託者は⾏政庁に届出 受託者は⾏政庁に届け出、新信
託管理⼈の選任は⾏政庁の認可
により効⼒を⽣ずる
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運営委員会は、もちろん信託法上の機関ではなく 1970 年代に、それまで実例のなかった公益

信託の実用化研究に当たって、信託協会内に設けられた公益信託部会において発案された機関で

あった。1977 年第１号の公益信託以来､各主務官庁の規則において、「運営委員会その他当該公

益信託を適正に運営するために必要な機関」を設置する場合はその構成員等を申請書に記載する

ことを求め、さらに税制上法人､個人が信託した場合、寄付金控除が受けられる法人税法及び所

得税法の規定として「その信託財産の処分を行う場合には、当該受託者は、当該公益信託の目的

に関し学識経験を有する者の意見を聴かなければならないものであること。」としたことから、

事実上この機関（通常運営委員会という名称が多い）は､現在必置機関となっている。 

公法協はこのような事実に鑑み､税法上公益法人並みの優遇措置を受けるために､運営委員会

を必置としてきたが､法制審議会の場では､反対論が大勢を占め、任意機関として設置することは

認めるという結論となった。 

以上の経緯を背景に勉強会でも意見交換したが､大勢的には軽装備という公益信託の特長を生

かす観点から不要論も多かった。 

今後は税務当局の動向を注視しつつ､設置する場合の権限範囲も含め慎重に制度を固めていく

必要がある。 

 

 

 

 

要綱では、公益信託は公益信託事務（公益法人の用語では公益目的事業、以下同じ）のみを目

的とするものであることとし、その反対解釈として､収益事業は認めないとするものである。た

だし、その公益信託事務が収益を伴うものは許容されるとしている。 

現在の公益信託は､各省庁規則及び税法によって事実上事業型は排除されているが、要綱では

事業型も認め、かつ公益法人同様公益目的と認められれば収益を伴うことも認めるとする。新し

い公益信託に向けた前向きの改革と評価できよう。 

 

 

 

 

現在の公益信託の当初信託財産は金銭に限定されその他の財産権は認められていないが、要綱

ではこれを財産権一般に広げるもので､大いに歓迎され得るものである。有価証券、知的財産権、

美術品等今後の需要が大いに認められるので歓迎する意見が大きかった。又要綱では公益法人の

認可基準同様、存続期間における事業の遂行が見込めること、企業等の支配が可能となる株式と

の取得を禁ずる。当初信託財産、運用収益、追加信託、寄附などの信託財産によって、信託目的

遂行の可能性を詳細に立証することを求められることとなることは回避したいところである。

（公益法人の場合も認可行政庁と申請者間で論争になる一つ） 

 

論点 19：運営委員会について（要綱では記載なし） 

論点 20：公益信託の目的及び信託事務の処理に関する基準（要綱第９ １目

的に関する基準 ２信託事務に関する基準） 

論点 21：公益信託の信託財産に関する基準（要綱第９ ３信託財産に関す

る基準） 
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要綱はここで､公益認定基準とほぼ同様の以下の基準を示す。 

（１）委託者、受託者若しくは信託管理人またはこれらの者の関係者に対する特別の利益供与 

   禁止 

 

（２）株式会社その他営利事業を営む者又は特定の個人若しくは団体への特別の利益供与禁止、 

   ただし公益信託、公益法人の公益目的事業のための寄附その他の特別の利益供与は許容さ 

   れる 

 

（３）受託者及び信託管理人の報酬は当該公益信託の経理の状況その他の事情を考慮して、不当 

   に高額なものとならないよう、支払い基準が定められていること 

 

（４）公益信託の会計について 

 預貯金利子、寄附金､その他の主務省令で定めるもの以外の収入が予定されていない公益信託

を除く公益信託について 

  １）公益目的事業に係る収入がその実施に要する適正な費用を償う額を超えないと見込まれ 

       るものであること 

  ２）事業年度初における遊休財産が前事業年度公益目的事業費の額を超えないこと 

  ３）公益目的事業の比率が 50％以上と見込まれること 

 

上記基準のうち、(1)，(2)，(3)は賛成し得るものであるが、(4)の財務３基準特に、収支相償

基準は公益信託においても､極めて問題の多い基準であり､収益事業のない公益信託に相応しい

財務基準を新たに考案する必要性の高いところである。 

 

 

 

要綱では､公益信託という名称の使用義務、使用禁止義務等を定める.特段の問題は認められな

い。 

 

 

 

公益信託側の情報公開並びに行政庁側の公示については、公益法人と同様の考え方で整理され

ており､特段の問題はない。 

 

 

 

 

論点 22：公益信託の信託行為の定めに関する基準（要綱第９ ４.公益信託

の信託行為の定めに関する基準） 

論点 23：公益信託の名称（要綱第 10 ４.公益信託の名称） 

論点 24：公益信託の情報公開（要綱第 11 公益信託の情報公開） 
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行政庁による監督の内容として､報告要求及び立入り検査、勧告､命令、認可取り消し並びに行

き過ぎた寄附募集の禁止について､公益法人への監督同様の考え方を示しており特段の問題は見

られない。 

 なお、公益信託当事者間で争いがある諸問題（例えば、受託者、信託管理人の人事、信託行為

の変更など）については､信託法の規定により裁判所が権限を有するものとしている。 

 

 

 

 

（１）要綱は､先ず目的変更以外の信託行為の定めの変更については、委託者、受託者及び信託

管理人の合意を原則としつつ、変更内容に応じて関係当事者の手続き要件を規定し、最終的には

軽微な変更を除き行政庁の認可を要するとする。かなり複雑な場合分けとなるので、以下に図と

してまとめた。 

 これについては「信託目的達成のために必要が明らかな場合」及び「軽微な変更」については

受託者だけで変更が可能としているが､そのような場合であっても信託管理人の合意が必要とす

べきとの意見、又、委託者を標準規定（デフォールト）では合意権者としていることについては､

信託設定後の委託者の権限をどこまで認めるかという大きな論点として慎重に検討する必要が

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）次に信託目的の変更については、以下の図の通り、類似目的への変更、類似目的への継続

について、関係当事者の手続き要件を規定し、最終的には行政庁の認可を要するとする。 

論点 25：公益信託の監督（要綱第 12 公益信託の監督） 

論点 26：公益信託の変更（要綱第 15 １．公益信託の信託行為の定めの変更、

２．公益信託の目的の変更､ ３．公益信託の併合・分割） 

委託者＊1、＊2受託者、
信託管理⼈の合意

信託⾏為の別段の定めに
よる

委託者、受託者⼜は信託
管理⼈の申⽴て

受託者の利益を害しないことが明らか

裁判所の変更命令

信託⽬的に反しないことが明らかな場合

信託⽬的達成ために必要が明らか

予⾒できなかった事情により信託⽬的
達成に⽀障の発⽣

信託⽬的に反しないこと及び受託者の利
益を害しないことが明らか

受託者及び信託管理⼈の合意＊3

受託者の書⾯等による意思表⽰＊4

委託者及び信託管理⼈の合意

信託管理⼈の合意＊5

・

s ・

ｭ ・

｡ ・

F ・

ﾂ

⽬的を除く信託⾏為の定めの変更 ＊1 委託者への通知
＊2 委託者が存しな
い場合この規律は適
⽤しない
＊3 委託者への通知
＊4 委託者及び信託
管理⼈への通知
＊5 委託者への通知

軽微な変更 受託者＊4
届出
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ここでも委託者を合意権者としていることについては､信託設定後の委託者の権限をどこまで認

めるかという大きな論点として慎重に検討する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）併合分割についても､最終的には行政庁認可を前提とし、関係当事者の合意要件を規定す

る．ここでも委託者の信託設定後の権限留保全般について別途検討が必要。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

類似⽬的へ
の変更⼜は
継続申請

委託者＊1、受託者、
信託管理⼈の合意

信信託⾏為の別段の
定めによる

委託者＊2、受託者、
信託管理⼈の合意

類似⽬的へ
の変更申請

類似⽬的への
３箇⽉以内の
継続申請

信託⽬的の達成
⼜は達成不能

の場合

・

s ・

ｭ ・

｡ ・

F ・

ﾂ

公益信託の⽬的の変更

＊1 委託者が現に存
しない場合この規律は
適⽤されない
＊2 委託者が現に存
しない場合受託者と信
託管理⼈の合意とする

 

併合・分割
申請

委託者＊1、受託者、
信託管理⼈の合意

信信託⾏為の別段の
定めによる

受託者及び信託管理
⼈の合意

併合・分割
申請

併合申請

信託⽬的に反しなことが
明らかな場合

・
s ・

ｭ ・

｡ ・

F ・

ﾂ

公益信託の併合及び分割

信託⽬的達成に必要なこ
とが明らかな場合 受託者の意思表⽰

＊1 委託者が存しない場
合この規律は適⽤されない
＊2 委託者への通知
＊3 委託者及び信託管理
⼈への通知

公益信託の併合・分割は、
信託法第6章第２節及び第
３節に規定する⼿続と同様
の⼿続によるものとする
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公益信託の終了事由は､信託法 163 条に掲げる終了事由に公益信託特有の事由（信託管理人の

欠缺、認可取り消し）を加え、公益信託には適用されないもの（受託者の全受益権取得）を除い

たものである。別に信託行為の別段の定めによる合意終了や特別の事情による裁判における終了

も認める。 

問題はなんと言っても、受託者や信託管理人の欠缺が１年間継続したときとする終了事由である。

公益法人に例えるならば､代表理事や信託管理人が一人もいない状態が１年まで続いても存続し

うるという事態は常識的に考えられないとする意見の一方、個人が受託者や信託管理人になる場

合は、その者が死亡、入院、失踪してしまい、その事実が発覚して後任が決まるまで、１年近く

欠缺状態が継続することも起き得るのではないかと思われるので、法律上これを定めることにつ

いて、特に違和を感じないという意見もあった。 

 このあたりは認可基準で何らかの対応をするということか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここでは、残余財産の帰属先の対象、清算受託者の選任など公益法人とほぼ同様の規律を示し

ており特段の問題はない。 

 

 

 

 

論点 27：公益信託の終了（要綱第 16 公益信託の終了） 

終了事由 備考

法定事由 １．信託⽬的達成・不達成 誰が達成・不達成を判断するのか

２．受託者⽋缺が１年間継続 法⼈でいえば役員の存在しない１年間は考え
られないが３．信託管理⼈の⽋缺が１年間継続

４．受託者が信託法５２条の規定により信託を終了させたと
き

（受託者の費⽤等償還が⾒込めない事態）

５．信託が併合されたとき
６．信託法１６５条・１６６条の信託終了裁判があったとき （委託者、受託者⼜は信託管理⼈申⽴て、委

託者を信託⾏為で排除可能）
７．信託財産については破産⼿続きの開始決定があったとき
８．委託者が破産⼿続き開始、再⽣⼿続き開始または更⽣⼿
続き開始の決定を受けた場合において、それぞれの法律の規
定による信託契約の解除がされたとき

（破産法５３条１項、⺠事再⽣法第４９条第
１項、会社更⽣法第６１条１項）

９．公益信託認可が取り消されたとき
１０．信託⾏為において定めた事由が発⽣したとき

合意終了 信託⾏為において合意終了の定めがある場合
 

論点 28：公益信託の清算（要綱第 17 公益信託の清算） 
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この点に関しては､法制審議会でも米国の Charitable Remainder Trust や、Charitable Lead 

Trust を念頭に、色々議論のあったところであるが、私益信託⇔公益信託の転換は認めないこと

となった。 米国でもこれらは IRC の５０１C （３）の対象ではなく､税制上の優遇措置として認

められているものである。妥当な結論であろう。 

 

 

 

要綱では、既存の公益信託の移行措置及び罰則その他の所要措置の必要性だけが指摘されてお

り､具体的な措置を指摘しているわけではない。今後立法段階で具体的に提言していくこととな

ろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

論点 29：公益信託と受益者の定めのある信託の相互転換（要綱第 18 公益信

託と受益者の定めのある信託の相互転換）  

論点 30：既存公益信託の移行措置及び罰則（要綱第 19 その他）  
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公益信託法の改正―法制審議会の審議経過― 

（信託法部会 31 回～55 回の議事録による） 

回 日・資料 主たる議論対象 

31 28/6/7 

31「公益信託の見

直しに関する主な

検討課題の例」 

主な論点についての総括的議論 

・信託一般法は必要限度・議事録は顕名・信託協会アンケート等への質問・

事務局提出の検討課題についてフリートーキング（財団法人制度があるので

アプリオに使い勝手の良い信託の改正をする必要があるかという懐疑論、軽

装備論、新井教授例の助成先受益者論） 

32 28/7/5 

32「公益信託法の

見直しに関する論

点の検討（１）」 

第１読会 

・目的信託との関係・税制優遇の考え方・信託事務（公益直接事業、公益付

随事業、収益事業）と信託財産の範囲・収益事業不可・資金運用の性格・公

益信託の類型に応じて複数の規律は考えない 

・受託者の範囲（５つの案、特に個人受託者について議論活発） 

33 28/9/6 

33「公益信託法の

見直しに関する論

点の検討（２）」 

・公益目的事業の定義、範囲、不特定多数の意味、宗教祭祀 

・受託者の欠格事由（特に法人受託者の場合、その取締役が欠格事由に該当

すれば法人として受託者欠格化の是非） 

・認定基準①特別の利益供与、②社会的信用維持の観点で相応しくない事業・

公法協提案の信託事務でない固有の事業まで含むべきか否か・③収支相償④

公益目的事業比率 

34 28/10/4 

34「公益信託法の

見直しに関する論

点の検討（３）」 

・現行信託税制説明・信託財産に関する認定基準（遂行能力、遊休財産、支

配株式等）・信託報酬（不当に高額の意味、委託者が別途支払う信託報酬）・

認定主体はどこか・目的信託の関係（目的信託の一種か、公益認可は目的信

託前置か、・私益信託から条項変更により公益信託に変更は可か 

35 28/11/1 

35「公益信託法の

見直しに関する論

点の検討（４）」 

・不可欠特定財産・目的信託との関係（再）・公益信託以外の信託から公益信

託への転換・外部（行政庁・第三者委員会）と信託内部のガバナンス構造・

受託者の権利義務（目的信託に係る受託者の義務をベースに構築する考え方

と、新たに考える考え方、両者の主たる違いは委託者の権利と関係→平川発

言）・信託管理人の資格要件（法人はなれるか、）・委託者の権限をどこまで認

めるか・受給権者による監督等・運営委員会の是非（大多数は設置不要論） 

36 28/12/6 

36「公益信託法の

見直しに関する論

点の検討（５）」 

・行政庁の監督権限の在り方（財産供託問題など）・裁判所の権限（現行法第

８条との関係）・検査役の選任・受託者の辞任・解任，新受託者の選任（解任

事由は必要か、委託者、行政庁の関与が争点）、 

・信託管理人の辞任・解任，新信託管理人の選任 

37 29/1/17 

37「公益信託法の

見直しに関する論

点の検討（６）」 

・情報公開の範囲（特に信託行為＝定款に相当、公開の是非）・公益信託の終

了事由等（信託法第 163 条各号の終了事由、存続期間、認定の取消しによる

終了、委託者，受託者又は信託管理人の合意等による終了の可否、信託管理

人が就任しない状態の継続による終了、公益信託の終了命令）、公益信託の変

更（定款は認可事項か届出事項か）、併合及び分割、公益信託と私益信託の相
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互転換、信託設定方法（自己信託は？）、 

38 29/2/21 

38「公益信託法の

見直しに関する論

点の補充的な検討

（１）」 

・名称独占（登記制度は）、・移行（併存か、移行認定必要か） 

第２読会 

・目的規定の修文・目的信託との関係、公益目的信託事務の定義（公益認定

法別表と同じ）・信託事務の範囲（収益事業との関係）・信託財産の運用(限定

か規制なしか)、受託者の資格(個人を認めるか、信託業法との関係、営業目

的以外の信託は業法の射程外、公益法人の受託者が収支相償性なり，反復継

続性のあるような信託の引受けをされるということになると，当然のことな

がら信託業法の適用があり得るという認識です 金融庁幹事)、信託銀行と共

同受託論 

・認定基準（目的遂行可能な財産、特別の利益供与、他の団体支配株式等、

事業型に係る財務基準、収支相償、遊休財産) 

39 29/3/21 

39「公益信託法の

見直しに関する論

点の補充的な検討

（２）」 

・公益信託法制のイメージ認定基準との関係・信託報酬・認定主・体(第三者

委員会、国と地方)・受託者の善管注意義務等の任意規定化利益相反取引、・

信託管理人の義務(強行規定、法人、１年間の欠缺(認定取り消し事由)・委託

者の権限(信託関係人が有する権限のみか、それに加えて受益者の定めのある

委託者の権限まで含めるかどうか、これらはデフォールト前提)・運営委員会

必置反対論多数、任意設置を可とする議論多い・行政庁の監督(公益法人とほ

ぼ同様、裁判所専任の検査役との重複感)・受託者の辞任(信託管理人の合意、

行政庁の認可、そのいずれか、辞任事由は、委託者の関与は)・解任(合意の

み、行政庁認可、両方の議論)・新受託者の選任(行政庁、裁判所) 

40 29/4/11 

40「公益信託法の

見直しに関する論

点の補充的な検討

（３）」 

 

・信託管理人の辞、解、選任(受託者の手続きと同じか軽めか)・情報公開(信

託行為の非公開、公開論樋口正論)・信託の終了(合意解約可能か、行政庁関

与は、委託者関与は)・残余財産の帰属(マイナス財産の考え方、清算受託者

負担か？)・公益信託の継続(シプレイ原則適用に大方の賛成、行政庁認可の

必要性、信託管理人を申立て権者に加えるか) 

41 29/5/1 

40「公益信託法の

見直しに関する論

点の補充的な検討

（３）」 

・信託の変更(合意変更の適否、申立て権者、申立先機関) 

・公益先行信託・公益信託から私益信託への転換・公益残余権信託・私益信

託から公益信託への転換・公益信託から目的信託への転換・目的信託から公

益信託への転換 

42 29/6/6 

41「公益信託法の

見直しに関する論

点の補充的な検討

（４）」 

 

【山本教授のレクチャー】（認定・認可の法的効果＝行政行為の行為規制効と

地位設定効） 

・公益信託の効力発生時期(認可、認証、認定の違い) 

・取消の場合の効果 いずれの場合も目的信託との関係 
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43 29/7/4 

42「公益信託法の

見直しに関する論

点の補充的な検討

（５）」 

【佐久間教授のレクチャー】（信託管理人の外に事務処理と会計のみを監査す

る権利を有する者を必置とすべき、自然人受託者は消極的、公益法人が受託

者となる場合、公益信託の受託は公益目的事業の変更認定必要、信託報酬も

信託銀行よりは低廉、善管注意義務の軽減は図るべきでない、辞任・解認・

選任行政庁関与は不可、素晴らしい論旨！ 

・信託目的以外の信託行為の変更(目的の意味、行政庁・裁判所の関与、委託

者の関与)・信託目的の変更 

・併合、分割 

44 29/912 

43「公益信託法の

見直しに関する中

間試案のたたき台

（１）」 

中間試案の取りまとめに向けた審議 

・公益信託と公益信託事務の定義(目的信託の一類型説はほぼなくなった)・

効力の発生(信託行為をし、かつ行政庁の認可を受けることによって効力発

生、不認可の場合の目的信託との関係) 

・受託者の資格(法人、個人、個人の場合複数人を要件とする考え、定性的能

力の必要性、善管注意義務を強硬法規、法人の固有事業出公序良俗に反する

事業を営んでいる場合)・信託管理人の資格(法人、定性的能力要件、信託行

為で制限できる権限の範囲) 

・認可申請・認可基準(収益事業を認めない、金銭に限定しない、目的遂行可

能な財産保有、他の団体の意思決定関与可能な財産、特別の利益供与禁止、

投資運用の範囲、信託報酬、収支相償、遊休財産、公益目的事業比率)・公益

法人と信託の棲み分け(それぞれの特徴)の広報の必要性・名称・情報公開 

45 29/10/10 

43「公益信託法の

見直しに関する中

間試案のたたき台

（１）」 

・公益信託の監督(行政庁、裁判所)・受託者・信託管理人の辞・解・選任(委

託者の関与、行政庁、裁判所の関与) 

・平川委員より「運営委員会が強行規定に反しない限り受託者・信託管理人

の辞・解・選任に同意等の関与ができる旨の規定を設けることを否定するも

のではない理解について確認質問有、法務省事務局より肯定的説明あり。 

・信託約款の変更・併合分割(行政庁関与→公益法人の場合と落差) 

・終了(期間限定型、行政庁裁判所の関与、帰属権利者私人への還流→さすが

に否定論多し) 

・公益先行信託、残余権信託、公益信託から私益信託への変更、私益信託か

ら公益信託への変更(前三者は否定、後者は許容論多し) 

・自己宛信託(信託宣言を用いた公益信託の設定) 

・移行・罰則 

46 29/11/7 

44「公益信託法の

見直しに関する中

間試案のたたき台

（２）」 

・目的/定義（祭祀、宗教を入れるか）/効力発生（認可の受けられない信託

を目的信託の例外規定を設けて成立させるかどうかの議論）・受託者（注１の

運営委員会の役割についての議論あり）・信託管理人・公益信託事務（間接的

に公益目的達成に必要な収益事業は認める整理）・受託者の辞任について已む

お得ない理由と正当な理由の違い・自己信託の許容についての議論・現存公

益信託の扱い（簡易な手続きとは、フリーパス論も） 
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47 29/12/12 

45「公益信託法の

見直しに関する中

間試案（案）」 

・受託者が性風俗等相応しくない事業を営んでいる場合を欠格事由に（平川）

適法に営業許可を受けている者の排除は過剰規制、法人と個人とでは異なる

旨の論旨で反対（多数学者、法務省） 

・公益信託事務の変更と信託目的の変更の区分境目 

・不認可による目的信託としての効力、目的信託に２種類設ける必要性論議

（５千万円・20 年縛りの脱法懸念） 

・運営委員会の役割、単なる処分の助言からもう少し幅広いものに（新井提

起、法務省同意、ただ人事権まで含意しているかどうか？） 

 ３０/１/９～２/

１９ 

パブリックコメント募集 

「公益信託法の見直しに関する中間試案」 

「公益信託法の見直しに関する中間試案の補足説明」 

48 30/3/20 

「公益信託法の見

直しに関する中間

試案」に対して寄

せられた意見の概

要 

・法制審議会総会への中間試案報告と質疑の模様 

・パブコメの結果報告（各項目について賛否の状況） 

・個人受託者について議論・信託業法との関連（金融庁意見:営利の目的を持

って反復継続して主に資本的計算方法により少なくとも収支相償うというこ

とが予定されている信託の引受であれば業法の適用がある。たとえば受託者

の認定基準、認可基準等において運用面で一定の対応ができるかどうかなど、

適宜整合性に留意しながら対応を図る旨）・ガイドラインは法制審の守備範囲

ではない旨の議論 

・信託管理人の解任に絡んで運営委員会的なものの存在意義を論議（信託協

会） 

・信託の変更（軽微な変更について、明確に。公益法人制度からの反省 小

幡） 

49 30/5/15 

46「公益信託法の

見直しに関する要

綱案の取りまとめ

に 向 け た 検 討

（１）」 

要綱案に向けた審議 

・不認可となった公益信託の効力（必ずしも信託法１１章を適用しない目的

信託として存続することの妥当性） 

・祭祀、宗教を公益目的に例示として残すかどうか 

・信託管理人の資格として「適正な処理の監督をなしうる能力」を要求する

か（慎重論－能見） 

・支配株式保有制限・財務３基準と助成型公益信託 

・名称の必要性 

50 30/6/19 

47「公益信託法の

見直しに関する要

綱案の取りまとめ

に 向 け た 検 討

（２）」 

・受託者の辞任の事由（やむをえない or 正当な、特段の定め）・法定解任事

由を特段の定めで軽減・加重できるか（強行規定か、任意規定か）・運営委員

（会）の関与権（別段の定めとして）、事務当局認める・受託者辞解任の場合

行政庁への届出人は誰か 

・委託者の関与権 

・信託管理人の選任権者（受託者は不適切という理解でよいか） 

・行政の関与（明渡関係官正論を吐く） 



19 
 
 

・信託の変更（原則自治、認可の範囲を限定的に→公益法人と同じ） 

・合意ある場合の目的変更（他の公益目的 or 類似の目的か） 

・併合（異種目的の公益信託の併合） 

・私益信託から公益信託への変更（肯定論と否定論） 

・自己信託を認めるかどうか・税の優遇措置がある公益信託と優遇措置のな

い公益信託があってもやむを得ない（深山弁護士） 

51 30/7/17 

48「公益信託法の

見直しに関する要

綱案の取りまとめ

に 向 け た 検 討

（３）」 

・委託者、受託者信託管理人の合意だけで終了できるか（できる、できない

の議論、神田委員意見、明渡委員流石）・信託管理人・受託者１年間不在要件

長すぎる（能見、樋口、短くすることに反対/信託協会）・信託法６３、６４

条は公益信託に適用されるか・認可取消しにより終了した場合の目的信託と

して存続することの適否・残余財産の帰属先・取り消し事由（強制、任意的

取り消し事由） 

・公益信託設定に拠出した財産の私的帰属を認めるか（神作正論） 

・個人受託者を認めるかどうか（信託銀行との共同受託者が良い、神田）・連

座制は必要ないか（沖野） 

・信託管理人の資格 

・委託者の権限・相続を認めるか・委託者の地位の譲渡（法１４６条）を認

めるか 

52 30/9/18 

49「公益信託法の

見直しに関する要

綱案のたたき台

（１）」 

・終了した場合の残余財産帰属先の定め 

・取り消しによる終了又は合意終了の場合１か月以内の公益贈与 

（取消の場合と合意終了を同一視するのはどうか、） 

・みなし贈与の１カ月という期間（短いのでは）・評価額と実際売却価額との

差額（受託者負担はおかしい） 

この辺りの議論、公益認定法３０条の場合と異なる点が誰も理解していない

のではないか 

・自己信託を認めないことにした理由・祭祀宗教を定義に入れたことの議論・

不認可の場合目的信託としての効力を妨げないのは信託行為に別段の定めが

ある場合に限りのではないか、その断り書きがない（平川→重要な指摘、現

行附則３項改正せず） 

・受託者の資格/権限/義務責任（情報公開に関して平川発言） 

・信託管理人の資格/権限/義務/責任 

・委託者権限、地位の移転（平川→権限移転は慎重に、樋口→代理でもよい

のでは）、相続 

・財務原則（適用除外対象：利子運用益は収入に入る理解→事務局、この見

解にはほぼ全員反対） 

・名称・情報公開・行政庁の監督（強制取り消し事由、任意的取り消し事由） 

・受託者の辞・解・選任 

・信託管理人の辞・解・選任 
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（受託者を申立て権者とすることについて）（平川→裁判所への申立てのでき

る関係者として運営委員会も何らかの方法で可能なようにしてほしい、） 

53 30/10/16 

49「公益信託法の

見直しに関する要

綱案のたたき台

（１）」 

49 の２ 

・信託行為の変更（別段の定めができるケース、できないケース、注である

程度書かれているが、実際に直面するとどこまで解釈できるか疑問、別段の

定めが供されるケースを具体的明瞭にする工夫を望む→深山、条文化に当た

っては適切な表現にする→事務局信託、管理人の合意を要しない信託行為の

変更についての議論） 

・信託の終了（目的達成と３箇月のタイムラグ期間中の受託者の地位→堂垣

内、別段の定めの事後的設置又は変更は可能か→神田） 

・公益信託と受益者の定めのある信託相互間の変更（いずれも不可） 

・認可取消しの場合の信託関係人または行政庁の申立てによる新受託者の裁

判所による選任 

54 30/11/20 

50「公益信託法の

見直しに関する要

綱案のたたき台

（２）」 

・受託者の資格（ついに個人を含む表現となる。能力に関し当該公益目的に

関しから当該を削除した理由、当該であることには間違いない→事務局） 

・委託者の地位の相続否定と契約当事者としての承継を分けて考えるべき（能

見） 

・財務３基準を適用しない公益信託/預貯金利子以外の収入のない公益信託

（投資信託や国債はの議論） 

・強制的取り消し事由と任意的取り消し事由（欠格事由街頭と信託行為又は

事業が法令に違反した場合は、強制ではなく任意に） 

・裁判所が判断した受託者・信託管理人の選・解任を行政庁がさらに承認す

るのは法体系になじまない（変更理由/事務局） 

・信託管理人選/解任裁判における受託者の即時抗告権を認めるか否か（松下,

穂刈/大野事務局の整理 P.19） 

・受託者の解任から専任までの期間の運営管理をどう考えるか、信託財産管

理人の出番か 

・帰属権利者と帰属する者 

55 30/12/18 

51-1「公益信託法

の見直しに関する

要要綱（案） 

51-2「部会資料５

０からの変更点等

の説明」 

たたき台２の変更箇所 

・受託者又は信託管理人の欠格事由と認可取消し（強制と任意の区分明確、

欠格事由該当による新受託者選任までの旧受託者の職務継続義務の範囲→財

産保全だけか、事業執行まで含むか、能見前者だけ） 

・財務３基準が適用されない公益信託（預貯金利息に加えて主務省令に定め

るものを追加） 

・信託管理人の選・解任裁判と受託者の即時抗告権（ないことを明示） 

・法務省が音頭をとり「公益信託協会」のような団体を（小野、川島） 

「公益信託法の見直しに関する要要綱案」決定 

 31/2/14 法制審議会「公益信託法の見直しに関する要要綱案」原案通り採択 

法務大臣に答申 
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公益信託を巡る研究・調査発表 
 

 

（第８回から第 18 回まで） 

我が国における遺贈など財産寄附を巡る新たな動きと問題点や英米の公益信託を巡る現状などに

ついて、メンバー有志や外部有識者から研究成果や実践経験を報告してもらい、会員との質疑応答と

意見交換を通じて、新公益信託制度の活用領域を探った。 

 

（１）第８回勉強会（後半１時間） 

講 師：小林立明氏（多摩大学社会的投資研究所 主任研究員） 

テーマ：「英国・米国のフィランソロピーにおける公益信託の活用 

概 要：英米における公益信託の活用状況を紹介し、新公益信託が富裕層の資産を寄附市場に向 

    ける動機づける有効な役割を担えるかを探る。また、新公益信託の想定される活用類型 

    として「単独トラスト型」「コミュニティ・トラスト型」「マザー・ファンド型」を提案 

    する。 

 

（２）第９回勉強会 

講 師：新井誠氏（中央大学法学部教授、法制審議会信託法部会委員） 

テーマ：「法制審議会の審議に参加して」 

概 要：信託法 2006 年大改正は資産流動化など新自由主義による規制緩和の産物。公益信託改 

    正の審議会議論の過程で私は常に反対派。目的信託、自己信託､運営委員会、委託者の 

    信託設定後の関与権いずれも私は主流派の意見に反対してきた。法案提出は、担当参事 

    官が代わり､暗い見通し。カタカナ法の改正という視点はあるかも。 

 

（３）第 10 回勉強会 

講 師：大西たまき氏（University of North Carolina at Greensboro 政治学部准教授） 

テーマ：「米国プランドギビングの近年の傾向：コロナ危機の中での課題、戦略と可能性」 

概 要：大きく分けて､前半はプランドギビングの歴史・定義、契約指定型と信託型、NPO が受 

    益する時期での区分、財団とドナーアドバイスドファンドの相違点、寄附種類ごとのコ 

    スト比較など。後半はプランドギビングセールス戦略を様々な観点から最近の米国動向 

    を説明された。中でもレガシイ寄附者のコミュニティ（レガシイソサイティ）の存在、 

    情報収集プロセスと寄附決定プロセスの違い（決定要因は自分のコーズ、価値観）、72 

    歳以上の 81％が遺言書作成、ただし遺言書作成２回目以降の書き換え時に NPO への寄 

    附が書き加えられるなど興味深い事実が披瀝された。 

 

（４）第 11 回勉強会 

講 師：大貫正男（日本成年後見法学会 副理事長、公益社団法人成年後見センターリーガル・ 

3 
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    サポート 相談役） 

テーマ：「福祉型信託の生成と具体化～ＳＮＴをモデルにして」 

概 要：昨今いわゆる民事信託（非営業信託）が急増している。中でも、平成 16 年信託業法改 

    正および平成 18 年信託法改正において、国会の附帯決議で登場した①高齢者や障害者 

    の財産管理のための信託、②親亡き後の障害者などのケアを要する者の扶養のための福 

    祉信託が注目されている。今後の発展方向として､米国で生まれシンガポールや香港で 

    活用が見られる Special needs trust が、障害のある人やその親族等が望む自己決定に 

    よる福祉的なケア（身上保護）と信託（財産管理）を融合させ、低廉かつ安全な資産の 

    管理・運用を通して、生活の質の維持向上をはかることができる制度として日本でも参 

    考になろう。 

 

（５）第 12 回勉強会 

講 師：津留誠（三井住友信託銀行公益信託グループ長） 

テーマ：「信託商品の受託状況と公益信託の受託事例等について」 

概 要：主な信託業務・併営業務の受託状況に続き、公益信託業務について詳細説明。 

    全信託銀行受託残高の約 60％（318 億円）を占める、年間の助成金額も 6.6 億円、給付 

    対象奨学生 1275 名（いずれも 2020 年実績）。遺贈による新規・追加信託も増えてきて 

    いる。一件あたり金額は１億円以上が多いこと、行内でも公益信託を周知するために広 

    報活動を実施したり、財務コンサルタント研修において研修テーマとして設けるなど、 

    他行に比べてそれなりにアクティブ。 

 

（６）第 13 回勉強会 

講 師：齋藤弘道（遺贈寄附推進機構株式会社代表取締役） 

テーマ：「遺贈寄附の現状・課題等について」 

概 要：遺贈寄附は徐々に高まりつつある。しかし日本財団調査によると「遺贈寄附の意思があ 

    る人（独身子供なしの人は 42.6％、夫婦２人だけは 32.4％）は結構多いが､現実に遺言 

    書に寄附を記載する人は大幅に少なくなる（独身子供なしの人は 1.3％、夫婦２人だけ 

    は 0％）、このギャップが今後の社会的環境（制度、人の価値観などの変化）でどう変 

    わってくるかが鍵。個人金融資産は約 2000 兆円、うち 60 歳以上の人の保有率は 2014 

    年で 65％。 

    少子、老々相続などで行き場のない財産を、意義のある承継に結びつける大きな命題。 

 

（７）第 14 回勉強会 

講 師：岡本仁宏（関西学院大学法学部教授） 

テーマ：「チャリティとしてのトラスト－イギリスの状況から」 

概 要：英国における登録チャリティとしての公益信託について、会社型、任意団体型、公益法 

    人型（CIO）と比較した特性、利用状況、モデル信託証書の概要。CIO が 10 年ほど前に 

    スタートしてから､チャリティコミッションはできるだけ新規チャリティを CIO に誘導 
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    しているようだ。信託は任意団体同様法人格がないため、受託者が無限責任を負う、不 

    動産登記が受託者名義、他との契約締結が受託者名義等の特性は、広範囲のステークホ 

    ルダーを必要とする場合には不向き、使用人を相当人数抱える事業型にも不向きなどに 

    注意する必要がある。これらについて､３地区チャリティコミッション（イングランド 

    及びウエールズ、スコットランド、北アイルランド）ごとの実情紹介。 

 

（８）第 15 回勉強会 

講 師：岸本和久（公益財団法人日本フィランソロピック財団 代表理事） 

テーマ：「寄附という社会への投資の新しいお金の流れへの取り組み」 

概 要：日本フィランソロピック財団（JPF）は、2020/4 法人設立、早くも 2021/3 公益認定取 

    得。米国の Donor Advised Fund（DAF）を富裕層資産寄附モデルとして、ビジネス的に 

    は Fidelity など大手証券会社の DNA 基金をビジネスモデルとして発足した。別に新し 

    い寄附に向かうお金の流れを追求する一般社団法人ギビングフォワードを兄弟団体と 

    して設立。現在 1年間で創造される株主優待制度による物品サービスは 1500 億円にも 

    上り、これを寄附市場に流れる仕組みも作った。 

 

（９）第 16 回勉強会 

講 師：樽本 哲 （弁護士、一般社団法人全国レガシーギフト協会 代表理事） 

テーマ：「寄附の倫理を考える～遺贈寄付の倫理に関するガイドラインを題材に～」 

概 要：寄附特に遺贈寄附については､世界的に倫理規範を設けている。受贈団体の倫理規範（寄 

    附者の権利侵害、不当勧誘、説明の懈怠、仲介者への過剰報酬、異なる資金使途）､仲 

    介者の倫理規範（利益相反、寄附者の意思非反映、寄附者権利の侵害、説明・意思確認 

    の懈怠、過剰報酬の授受）が重要なポイント。日本では 21 年 9 月全国レガシーギフト 

    協会が「遺贈寄付の倫理に関するガイドライン」制定。 

 

（10）第 17 回勉強会 

講 師：溜箭将之（東京大学大学院法学政治学研究科教授） 

テーマ：「公益信託からチャリティの可能性を考える－日米比較を中心に」 

概 要：キーワードとしてのガバナンス（善管注意義務、評議員会、収支相償）と米国との比較。 

    日本におけるフィランソロピーの発展、戦後日本の福祉国家と公益セクターの推移と問 

    題点、日本の公益セクターの戦後蹉跌事例、米国のチャリティが現在抱える問題（草の 

    根市民参加の衰退、貧富の格差拡大、）政治の分極化､公益セクターの成長の可能性（役 

    割、ガバナンス、成長戦略） 

 

（11）第 18 回勉強会 

1．取りあえず、本勉強会は今回で中断し､法案提出の動きが出てきた時点で再開することと決定。

なお、今後の予定として以下を確認。 

① 勉強会報告書作成 
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② 報告書の要旨、特に制度関係の検討経過について雑誌「信託」に投稿 

③ 公法協の要望活動（法務省、財務省、金融庁、内閣府、総務省）に協力 

④ 会計制度の検討 

⑤ デフォールトルールと選択肢を盛り込んだモデル信託条項(契約と遺言) 

⑥ 法案提出の動きに応じて、法案要綱に関するパブリックコメントや税制への対応 

2．その後、フリーディスカッションとして、参加者各位から感想、今後の展望について発言が

あった。 

岡本：海外事例を見ると公益信託を積極的に推進する動きや、どちらかというと批判的な言説も 

   見られる。非営利公益セクターにとって公益信託改正によりプラスになるという視点での 

   検討が抜けていたような気がする。 

木村：信託が私益・公益のジャンルを超えて活用される､相互の関係性、転換などが将来あり得 

   るのではないか。例えば Special Needs Trust 等当初は特定個人が受益者であっても､そ 

   の死後は幅広く互助として用いられるなど。 

金井：法務省は立法事実がないと言うが､ないものをなぜ法制審で時間をかけて討議したのか。 

   彼らは、立法事実は分かっていると思うが、民法改正論点が山積みで､これを優先したと 

   言うことではないか。コロナ禍や格差社会の拡大など公益信託の新しい出番はあるはずだ。 

星田：公益信託は軽量・軽装備というが､果たして軽量といえるのか．もっと真正面に信託の持 

   つ特性、良さをアッピールすべき。 

溜箭：今後公益信託の出番は①家族信託における財産承継の設計場面②非営利セクターの成長戦 

   略の中における公益信託としての位置づけを考えてみたい。 

菅野：現行公益信託税制は３本立てで複雑、一本化したいが、要綱では内部統制が不十分、現行 

   会計基準もとても透明性があるとはいえない代物。軽装備と税制獲得のバランスがとれた 

   制度となることが必要。 

関口：立法化の兆しが見えないなら国会で取り上げてもらうことも考えてよいのでは。博物館法 

   の改正や､国交省におけるランドバンク構想など社会はどんどん変化している。公益信託 

   活用事例はどんどん出て来るのでは。機会損失とならないよう。 

齋藤：今後立法化の動きが顕在化する過程で､いろんな提言をしていくべき．遺言信託との関係 

   でニーズも出てくる。 

藤井：信託は第三者効や倒産隔離という素晴らしい特性を持っている、シプレー原則も 

   NPO 法人の解散２万件、公益法人の認定取り消しや解散も数十件という場面での活用ニー 

   ズは十分にある。又、内部統制に欠けるという指摘に対しては､信託法では財産管理、信 

   託目的達成のための非常にしっかりしたメカニズムが詰め込まれている。 

小林：日本の非営利セクターはガラパゴス化の状況にある。寄付金もふるさと納税を除けばそれ 

   ほど伸びていない。英国 Charities Aid Foundation の調査によれば日本人の寄附やボラ 

   ンティアへの参加は最下位。こうした中で新しい公益信託は受託者の範囲拡大、財産種類 

   の拡大など､市民社会が活用できる領域が大きく広がったと考える。 
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早期立法化を望む意見のまとめ 
 

 

法案提出が遅れていることについて、法務省は立法事実がそれ程はっきりあるわけでないこと

を理由にしているようだが､この点を巡って､勉強会では断続的に意見交換をしてきた。主な意見

を以下のようにまとめるので、公法協としては引き続き立法化に向けて要望活動をしっかり進め

ていただきたい。又必要に応じて､関心のある与野党議員を巻き込むことも考えていただきたい。 

 

１．そもそも信託制度は昨今民事信託が普及してきているものの、一般にはなじみにくい法律行 

  為であり､まして公益信託の受託は従来実質的には信託銀行に限られ､財団設立、冠基金など 

  の仕組みに比べて一般には殆ど知られていないといってよい。従って公益信託を設定したい 

  というストレートなニーズを現時点においてを数多く示すことは難しい。しかしながら「鶏 

  が先か卵が先か」の議論ではないが､公益信託制度が受託者の担い手拡大、信託財産の種類 

  拡大、事業目的の拡大などに加えて､財団法人に比べて軽装備な仕組みであることや委託者 

  が一定程度の関与権を有するなど､使い勝手のよい点が周知されれば､飛躍的に活用ニーズ 

  が増すものと思料する。 

２．少子高齢化と個人の資産形成が進み、加えて価値観の多様化も見られる、日本社会において、 

  財産を単に法定相続に委ねるのではなく､遺言書により最後の意思を実現する環境が形成さ 

  れつつある。すなわち、2014 年度個人金融資産 1700 兆円のうち 64.5％を 60 歳以上の人が 

  保有し（税制調査会第 18 回総会財務省資料）、今後もその割合は増加するものとみられる。 

  また、総所帯数約 2,400 のうち、実に単身所帯は 27.4％、夫婦二人だけの所帯 32.3％（内 

  閣府：高齢社会白書）､出生率も年々低下し 2019 年度では 1.36 人（2021 年度厚生労働省人 

  口動態統計特殊報告）､生涯未婚率（50 歳時点）も毎年増加傾向にあり、2020 年度で男子 

  25.7％､女子 16.4％である（2020 年国勢調査）である。これらの統計は単身者ないし夫婦二 

  人の家族や、身寄りが少なく（法定相続人が甥姪だけなど）しかもそれなりの遺産を残す人 

  が、著増していることを物語っている。換言すれば、遺産を日頃音信が少ない兄弟、甥姪に 

  はやりたくない､国庫に帰属するなどは避けたい､自らの意思で遺産の処分を決めたいとい 

  う人々が増えてきているという社会環境の変化をくみ取ることができる。このような環境に 

  あって財団を作るほどの資産ではないが、千万､数千万､数億程度の資産を公益に残す機運が 

  生まれてくる中で、公益信託は格好の寄附のための手段として注目を浴びるであろう。 

３．全国のコミュニティ財団などが扱う冠基金は、現在順調に増加しているが､その法的性格は 

  贈与であり、公益信託型の導入によりより寄附者にとってより魅力のあるものになろう。 

  また信託方式でのふるさと（自治体）への寄附（オリックス銀行）や大型財団が信託方式に 

  より財産寄附を呼びかけている事例（公益財団法人京都大学 IPS 細胞研究財団）等先駆的事 

  例も出始めており､新公益信託の発足はこれらの動きを加速するものと考えられる。 
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おわりに 
 

 

各会合に参加していただき、貴重なご意見をいただいた本研究会メンバーの方々や、そして素

晴らしい研究成果やご自身の体験を発表していただいたゲストスピーカーと本研究会メンバー

の方々に心からお礼申し上げたい。おかげ様で公益法人協会だけでは知り得なかった公益信託を

巡る環境変化や、新たなる論点・幅広い問題点などを体得することができた。 

 最後に、オンライン会合に伴う様々なロジスティクスを、すべてボランティアで担当していた

だいた小林立明氏のおかげで円滑に会合を進めることができたことに改めて感謝申し上げる。 

 

新しい公益信託の活用に向けた勉強会メンバー 

（2021 年 12 月 20 日現在） 

（所属は初回参加当時） 

氏名 所属 

伊藤 道雄 （特活）アジア・コミュニティ・センター21 代表理事 

浦田  泉 いずみ会計事務所 税理士 

大貫 正男 （一社）民事信託士協会 会長 

岡本 仁宏 関西学院大学法学部・大学院法学研究科 教授 

金井憲一郎 中央大学商学部 兼任講師 

金森  健一 ほがらか信託（株）、弁護士 

岸本  和久 （一社）ギビングフォワード 代表理事 

岸本  幸子 （公財）パブリックリソース財団 専務理事 

小林  立明 多摩大学社会的投資研究所 研究員 

齋藤  弘道 遺贈寄附推進機構（株） 代表取締役 

菅野  真美 税理士 

高橋   潤 （公財）長野県みらい基金 

高橋  陽子 （公社）日本フィランソロピー協会 理事長 

谷口  隆司 （公財）日本学術協力財団 上席フェロー 

樽本   哲 弁護士 

冨田   惇   三井住友信託銀行（株）業務部制度・業務企画チーム 調査役 

冨田   優 （公財）みずほ福祉助成財団 事務局次長 

藤井  純一 （公財）かめのり財団 理事 

皆川 倫子 （公財）鹿島美術財団 事務局長 

脇坂  誠也 税理士 

渡辺  俊之 公認会計士、税理士 

木村  仁 関西学院大学法学部 教授 

鈴木 祐司 公益財団法人地域創造基金さなぶり  
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関口 宏聡 認定 NPO 法人シーズ・市民活動を支える制度をつくる会 代表理事 

津留  誠 三井住友信託銀行個人資産受託業務部 公益信託グループ長 

太田 達男 （公財）公益法人協会 会長 

雨宮 孝子 同 理事長 

鈴木 勝治 同 副理事長 

長沼 良行 同 執行理事 総務部長兼調査部長 

星田  寛 同 専門委員 

白石 喜春 同 調査部主任 

 
 

新しい公益信託の活用に向けた勉強会 議事経過 

回 開催日 テーマ 

1 2020. 7.13 ・公益信託抜本改革の経緯と今後 

2 2020. 8.17 ・公益信託法の見直しに関する要綱案（法務省）の理解と検討（１） 

3 2020. 9.14 ・公益信託法の見直しに関する要綱案（法務省）の理解と検討（２） 

4 2020.10.19 
・公益信託法の見直しに関する要綱案（法務省）の理解と検討（３） 

・要綱案におけるデフォールト規定と（選択肢）の整理（１） 

5 2020.11.16 ・要綱案におけるデフォールト規定と（選択肢）の整理（２） 

6 2020.12.21 ・要綱案におけるデフォールト規定と（選択肢）の整理（３） 

7 2021. 1.18 
・要綱案におけるデフォールト規定と（選択肢）の整理（４）   

・公益信託の会計基準 

8 2021. 2.15 ・英国・⽶国のフィランソロピーにおける公益信託の活⽤ 

9 2021. 3.15 ・法制審議会の審議に参加して（中央大学法学部教授 新井 誠先生） 

10 2021. 4.19 
・米国プランドギビングの近年の傾向：コロナ危機の中での課題、戦略と可能

性（米国ノースカロライナ大学グリーンスボロ校政治学部 大西たまき准教授） 

11 2021. 5.17 
・福祉型信託の生成と具体化～ ＳＮＴをモデルにして ～ 

 （公益社団法人成年後見センターリーガル・サポート 大貫正男相談役） 

12 2021. 6.21 
・信託商品の受託状況と公益信託の受託事例等について 

 （三井住友信託銀行株式会社個人資産受託業務部） 

13 2021. 7.19 
・遺贈寄付の現状・課題・意義について（一般社団法人 全国レガシーギフト

協会理事・遺贈寄附推進機構株式会社 斎藤弘道代表） 

14 2021. 8.16 

・英国 CC のガイダンス等から読み取れるチャリティの監督行政の特徴、チャリ

ティに求められるガバナンスなど（関西学院大学法学部・大学院法学研究科 

岡本仁宏教授） 

15 2021. 9.20 
・寄附という社会への投資の新しいお金の流れへの取り組み 

 （公益財団法人 日本フィランソロピック財団 岸本和久代表理事） 

16 2021.10.18 
・寄付の倫理を考える～遺贈寄付の倫理に関するガイドラインを題材に～ 

 （樽本哲弁護士） 

17 2021.11.15 
・公益信託から、日米比較からチャリティの可能性を考える 

 （東京大学大学院法学政治学研究科 溜箭将之氏教授） 

18 2021.12.20 ・勉強会を振り返って―まとめと今後 
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資 料 
 

（１）第 1 回勉強会 

2020 年 7 月 13 日 

公益財団法人公益法人協会 事務局 

 

新しい公益信託の活用に向けた勉強会（第１回） 
 
開催日時：２０２０年７月１３日１６時～１８時 
開催方法：ＺＯＯＭによるオンライン方式 

 

次 第 

 
１．会議の進め方  
   公益財団法人公益法人協会 会長 太田達男 

２．ご挨拶  
   公益財団法人公益法人協会 理事長 雨宮孝子 

３．参加者自己紹介 
４．次回以降のスケジュールと勉強テーマ 
５．「公益信託抜本改革の経緯と今後」 
   プレゼンター 太田達男 

６．意見交換と質疑応答 
７．次回以降の日程調整 
 

資 料 
 ① 議事次第 

 ② パワーポイント資料「公益信託抜本改革の経緯と今後」 

 ③ 次回以降のスケジュールと勉強テーマ 
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59 
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（２）第２回勉強会 

 

2020 年 8 月 17 日 

公益財団法人公益法人協会 事務局 

 

新しい公益信託活用に向けた勉強会（第 2 回） 

 
開催日時：２０２０年８月１７日（月）１６時～１８時 
開催方法：ＺＯＯＭによるオンライン方式 

 

次 第 

 
１．「公益信託法の見直しに関する要綱案（法務省）の理解と検討（１）」 
  パワーポイント資料による説明（公法協太田） 
１）総則関係（要綱案：第１、第２、第３、第７、第８） 

 ２）機関設計（要綱案：第４、第５、第６、第１３、第１４） 
２．質疑応答 
３．その他 

 
資 料 
１．公益信託法の見直しに関する要綱案 
２．パワーポイント資料「要綱案の理解と検討（１）」 
３．公益信託法の改正―法制審議会の審議経過― 
（お願い） 
１は当日参照する場面が多いため、必ず机上にご準備ください。２，３は勉強会当日、

画面でも共有しますが、印刷され適宜参照された方が便利かと思います。 

 
以上 
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（３）第３回勉強会 

2020 年 9 月 10 日 

公益財団法人公益法人協会 事務局 

 

新しい公益信託活用に向けた勉強会（第３回） 

 

開催日時：２０２０年９月１４日（月）１６時～１８時 

開催方法：ＺＯＯＭによるオンライン方式 

 

次 第 

 

１．「公益信託法の見直しに関する要綱案（法務省）の理解と検討（２）」 

  パワーポイント資料による説明（公法協太田） 

１）認可基準・監督関係 

  （第９、第１０、第１１、第１２、第１５、第１６、第１７）   

２）その他 

  （第１８、第１９） 

２．質疑応答 

３．次回以降の予定及びその他 

 

資 料 

１．公益信託法の見直しに関する要綱案 

２．パワーポイント資料「要綱案の理解と検討（２）」 

３．「裁判所・行政庁の権限分配表」 

４．質疑応答集 

（お願い） 

上記各資料は勉強会当日印刷され、適宜参照された方が便利かと思います。また、１，

２は画面共有します。 

 

以上 
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（４）第４回勉強会 

2020 年 10 月 14 日 

公益財団法人公益法人協会 事務局 

 

新しい公益信託活用に向けた勉強会（第４回） 

 
開催日時：２０２０年１０月１９日（月）１６時～１８時 
開催方法：ＺＯＯＭによるオンライン方式 

 

次 第 

 
１．公益信託法の見直しに関する要綱案（法務省）の理解と検討（３） 
   第６：公益信託の委託者 

２．要綱案におけるデフォールト規定と（選択肢）の整理 
 以上パワーポイント資料による説明（公法協太田） 

３．意見交換と質疑応答 
４．その他 

 
資 料 
１．公益信託法の見直しに関する要綱案 
２．パワーポイント資料「新しい公益信託活用に向けた勉強会（第４回）」 
（お願い） 
１は当日参照する場面が多いため、必ず机上にご準備ください。２は勉強会当日、画面

でも共有しますが、印刷され適宜参照された方が便利かと思います。 

 
以上 
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（５）第５回勉強会 

2020 年 11 月 16 日 

公益財団法人公益法人協会 事務局 

 

新しい公益信託活用に向けた勉強会（第５回） 

 
開催日時：２０２０年１１月１６日（月）１６時～１８時 
開催方法：ＺＯＯＭによるオンライン方式 

 

次 第 

１． 法務省の状況（公法協） 
２． 要綱案におけるデフォールト規定と（選択肢）の整理（２） 

  パワーポイント資料による説明（公法協 太田） 

３． 意見交換と質疑応答 
４．その他 

 
資 料 
１．公益信託法の見直しに関する要綱案 

２．パワーポイント資料「新しい公益信託活用に向けた勉強会（第５回）」 

３．公益信託成年後見助成基金信託契約書 

（お願い） 

１は当日参照する場面が多いため、必ず机上にご準備ください。２は勉強会当日、画面

でも共有しますが、印刷され適宜参照された方が便利かと思います。３の持参は必ずし

も必要ありません。 

 

以上 
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（６）第６回勉強会 

2020 年 12 月 21 日 

公益財団法人公益法人協会 事務局 

 

新しい公益信託活用に向けた勉強会（第６回） 

 
開催日時：２０２０年１２月２１日（月）１６時～１８時 
開催方法：ＺＯＯＭによるオンライン方式 

 

次 第 

 
１． 令和 3年度与党税制改正大綱について（公法協 長沼理事） 

２．（１） 要綱案におけるデフォールト規定と（選択肢）の整理（３）   

（２） 公益信託の会計基準 

   パワーポイント資料による説明（公法協太田） 

３．意見交換と質疑応答 

４．勉強会の今後について 

 

資 料 
１．公益信託法の見直しに関する要綱案 

２．パワーポイント資料「新しい公益信託活用に向けた勉強会(第 6回) 

３．公益信託の会計資料 

４．令和 3年度与党税制改正大綱(公益法人等関連事項抜粋) 

（お願い） 

１は当日参照する場面が多いため、必ず机上にご準備ください。２、３、４は勉強会当

日、画面でも共有しますが、印刷され適宜参照された方が便利かと思います。 

 
以上 
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（７）第７回勉強会 

2021 年 1 月 18 日 

公益財団法人公益法人協会 事務局 

 

新しい公益信託活用に向けた勉強会（第７回） 

 
開催日時：２０２１年１月１８日（月）１６時～１８時 
開催方法：ＺＯＯＭによるオンライン方式 

 

次 第 

 
１．（１）要綱案におけるデフォールト規定と（選択肢）の整理（４）   

（２）公益信託の会計基準 
（３）今後の勉強会について 

  パワーポイント資料による説明（公法協 太田） 

２．意見交換と質疑応答 

 
資 料 

１．公益信託法の見直しに関する要綱案 

２．パワーポイント資料「新しい公益信託活用に向けた勉強会(第７回)」 

（お願い） 

１は当日参照する場面が多いため、必ず机上にご準備ください。２は勉強会当日、画面

でも共有しますが、印刷され適宜参照された方が便利かと思います。 

 

以上 
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（８）第８回勉強会 

2021 年 2 月 15 日 

公益財団法人公益法人協会 事務局 

 

新しい公益信託活用に向けた勉強会（第８回） 

 
開催日時：２０２１年２月１５日（月）１６時より１８時 
開催方法：ＺＯＯＭによるオンライン方式 

 

 

次 第 

 

１．英国・米国のフィランソロピーにおける公益信託の活用 

  小林立明氏（多摩大学社会的投資研究所主任研究員） 

２．要綱案におけるデフォールト規定と（選択肢）の整理（５）  

  パワーポイント資料による説明（公法協太田） 

３．公益信託の会計基準 

  パワーポイント資料による説明（公法協太田） 

４．意見交換と質疑応答 

 
資 料 

１．パワーポイント資料「英国・米国のフィランソロピーにおける公益信託の活用」 

２．公益信託法の見直しに関する要綱案 

３．パワーポイント資料「新しい公益信託活用に向けた勉強会(第８回)」 

（お願い） 

２は当日参照する場面が多いため、必ず机上にご準備ください。１，３は勉強会当日、

画面でも共有しますが、印刷され適宜参照された方が便利かと思います。 

 
以上 
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（９）第９回勉強会 

 

2021 年 3 月 15 日 

公益財団法人公益法人協会 事務局 

 

新しい公益信託活用に向けた勉強会（第９回） 

 
開催日時：２０２１年３月１５日（月）１６時より１８時 
開催方法：ＺＯＯＭによるオンライン方式 

 

次 第 

 
１．新参加者自己紹介 
２．「法制審議会の審議に参加して」 

 中央大学法学部教授 新井 誠先生 
３．新井先生との質疑応答、意見交換 
 
資 料 
１．新井教授レジメ 
２．公益信託法の見直しに関する要綱案 
 

以上 
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法制審議会の審議に参加して 

2021 年 3 月 15 日 

新井 

 

1.委員就任 

 (1)信託法 

 (2)公益信託法 

 

2.目的信託と公益信託 

 (1)私見 

 (2)意外な結末 

 

3.自己信託と公益信託 

 

4.運営委員会 

 

5.委託者の地位の移転 

 

6.委託者の権限の範囲 

 

7.法案提出の見通し 

 (1)公益信託実務の現状 

  (2)信託協会 
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（10）第 10 回勉強会 

2021 年 4 月 19 日 

公益財団法人公益法人協会 事務局 

 

新しい公益信託活用に向けた勉強会（第１０回） 

 
開催日時：２０２１年４月１９日（月）１６時～１８時 
開催方法：ＺＯＯＭによるオンライン方式 

 

次 第 

 
１．「米国プランドギビングの近年の傾向：コロナ危機の中での課題、戦略と可能性」 

 米国ノースカロライナ大学グリーンスボロ校政治学部 大西たまき准教授 
２．大西準教授との質疑応答、意見交換 
３．新参加者自己紹介 

 
資 料 

１．（大西準教授のパワーポイント説明資料は当日画面共有いたします） 
２．米国のプランド・ギビングによる公益信託の実用とフィランソロピー協働の意義 
３．寄付者の“思い”と“公益”の狭間で ～アメリカの公益信託における委託者の当事者適格 
  から～ 
４．大西准教授のプロフィール 
 

以上 
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公益法人協会 2021 年 4 月 19 日 

 

勉強会タイトル「米国プランドギビングの近年の傾向：コロナ危機の中での課題、戦略と可能性」 

 

  

大西たまき（おおにし たまき） 

University of North Carolina at Greensboro 政治学部准教授。コロンビア大学院（芸術経営）修了。

インディアナ大学 Ph.D. （フィランソロピー専科、起業論・組織論副科）。トヨタ自動車人材開発部

に勤務後、渡米。1999 年から 2004 年まで全米公共テレビ放送 PBS ニューヨーク局の大口寄付資金

調達部に勤務。現在 Association for Research on Nonprofit Organizations and Voluntary Action の

委員を兼任。2018 年 Academy of Management (起業論) の社会起業研究論文賞を受賞。主な研究分

野はファンドレイジング、フィランソロピー、社会起業理論および国際比較研究。プランドギビング

に関しては「米国のプランド・ギビングによるチャリタブル・トラストの実用とフィランソロピーの

発展における意義」（信託協会研究奨励金助成）、「アメリカにおける個人寄付の新たな動向－ 公益金

融商品分野：プランド・ギビング」（パブリックリソースセンター 『NPO と金融機関の協働に関す

る調査研究 報告書』）などの研究がある。 

 

※パワーポイント資料は、講師のご要望により非公開。 
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（11）第 11 回勉強会 

2021 年 5 月 17 日 

公益財団法人公益法人協会 事務局 

 

新しい公益信託の活用に向けた勉強会（第 11 回） 
 
開催日時：２０２１年５月１７日１６時～１８時 
開催方法：ＺＯＯＭによるオンライン方式 

 

次 第 

 
１．福祉型信託の生成と具体化 ～SNT をモデルにして～ 
   公益社団法人成年後見センターリーガル・サポート相談役、日本成年後見法学会 

   副理事長 大貫正男氏 

２．大貫氏との質疑応答、意見交換 
３．その他 
 

資 料 
１． 議事次第 

２．パワーポイント資料「福祉型信託の生成と具体化～SNT をモデルにして～」 

３．「民事信託の担い手として」登記情報 712 号(2021.3)より抜粋 

 

以上 
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（12）第 12 回勉強会 

2021 年 5 月 17 日 

公益財団法人公益法人協会 事務局 

 

新しい公益信託の活用に向けた勉強会（第 12 回） 
 
開催日時：２０２１年６月 21 日１６時～１８時 
開催方法：ＺＯＯＭによるオンライン方式 

 

次 第 

 
１．信託商品の受託状況と公益信託の受託事例等について 
   三井住友信託銀行株式会社個人資産受託業務部 津留誠氏 

２．津留氏との質疑応答、意見交換 
３．その他 
 

資 料 
１． 議事次第 

２．パワーポイント資料「信託商品の受託状況と公益信託の受託事例等について」 

３．「公益信託を知ろう！！」（Vol.9） 

 

以上 
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（13）第 13 回勉強会 

2021 年 7 月 19 日 

公益財団法人公益法人協会 事務局 

 
 

新しい公益信託活用に向けた勉強会（第１３回） 

 
開催日時：２０２１年７月１９日（月）１６時より１８時 
開催方法：ＺＯＯＭによるオンライン方式 

 

 

次第 

１．「遺贈寄付の現状・課題・意義について」 
  一般社団法人 全国レガシーギフト協会理事・遺贈寄附推進機構株式会社 

  代表取締役 斎藤弘道氏 

２．斎藤氏との質疑応答・意見交換 
３．その他 

 
資 料 

１．パワーポイント資料「遺贈寄附の現状・課題等について」 

 

以上 
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（14）第 14 回勉強会 

2020 年 8 月 16 日 

公益財団法人公益法人協会 事務局 

 

新しい公益信託活用に向けた勉強会（第１４回） 

 
開催日時：２０２１年８月１６日（月）１６時より１８時 
開催方法：ＺＯＯＭによるオンライン方式 

 

次 第 

 
１．「チャリティとしてのトラスト～イギリスの状況から～」 
   関西学院大学法学部・大学院法学研究科教授 岡本仁宏氏 

２．岡本氏との質疑応答・意見交換 
３．次回以降の予定及びその他 

 
資 料 
１．パワーポイント資料「チャリティとしてのトラスト～イギリスの状況から～」 

 
以上 
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（15）第 15 回勉強会 

2021 年 9 月 20 日 

公益財団法人公益法人協会 事務局 

 
 

新しい公益信託活用に向けた勉強会（第１５回） 

 
開催日時：２０２１年９月２０日（月）１６時より１８時 
開催方法：ＺＯＯＭによるオンライン方式 

 

次 第 

 
１．寄附という社会への投資の新しいお金の流れへの取り組み 

  公益財団法人 日本フィランソロピック財団代表理事 岸本和久氏 

２．岸本氏との質疑応答・意見交換 
３．その他 

 
資 料 
１．パワーポイント資料「寄附という社会への投資の新しいお金の流れへの取り組み」 

 
以上 
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（16）第 16 回勉強会 

2021 年 10 月 18 日 

公益財団法人公益法人協会 事務局 

 
 

新しい公益信託活用に向けた勉強会（第１６回） 

 
開催日時：２０２１年１０月１８日（月）１６時～１８時 
開催方法：ＺＯＯＭによるオンライン方式 

 

次 第 

 
１．寄付の倫理を考える～遺贈寄付の倫理に関するガイドラインを題材に～ 

弁護士 樽本哲氏 

２．樽本氏との質疑応答・意見交換 
３．その他 

 
資 料 
１．パワーポイント資料「「寄付の倫理を考える～遺贈寄付の倫理に関するガイドライ 
  ンを題材に～」 

 
以上 
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（17）第 17 回勉強会 

2021 年 11 月 15 日 

公益財団法人公益法人協会 事務局 

 
 

新しい公益信託活用に向けた勉強会（第１7 回） 

 
開催日時：２０２１年１１月１５日（月）１６時～１８時 
開催方法：ＺＯＯＭによるオンライン方式 

 

次 第 

 
１．公益信託からチャリティの可能性を考える～日米比較を中心に～ 

   東京大学大学院法学政治学研究科教授 溜箭将之氏 

２．溜箭氏との質疑応答・意見交換 

３．その他 

 

資 料 

１．パワーポイント資料「「公益信託からチャリティの可能性を考える～日米比較を中 

  心に～」 

 
以上 
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（18）第 18 回勉強会 

2021 年 12 月 20 日 

公益財団法人公益法人協会 事務局 

 
 

新しい公益信託活用に向けた勉強会（第１８回） 

 
開催日時：２０２１年１２月２０日（月）１６時より１８時 
開催方法：ＺＯＯＭによるオンライン方式 

 

次 第 

 
１．ご挨拶 
  （公財）公益法人協会常勤理事 総務部長 長沼良行 

２．勉強会を振り返って―まとめと今後  
  （公財）公益法人協会 会長 太田達男 

３．懇談会 
  １）参加者全員が、次のような話題から一つ又は複数選んでいただいて、3 分程度 
    お話しください。最初の発言者だけ太田から指名させていただき、それ以降は 
    発言者が次の発言者を指名する。 
   ① この勉強会で言い残したこと、絶対言っておきたいこと 

     ② 再開後こんなことも研究テーマにしてほしい 

     ③ 立法事実として、こんなことを強調してはどうか 

     ④ 公法協に望む事 

  ２）残った時間は、どなたでも自由に文字通りの放談をお願いします。 
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